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告告　　　　　示示

　物品の買入れ等の契約に係る競争入札の参加資格、指名基準等に関する要綱の一部を改正する告示をここに公表する。

　　平成23年４月１日

　　　宮崎県知事　河　野　俊　嗣　

宮崎県告示第 233号

　　　物品の買入れ等の契約に係る競争入札の参加資格、指名基準等に関する要綱の一部を改正する告示

　物品の買入れ等の契約に係る競争入札の参加資格、指名基準等に関する要綱（昭和46年宮崎県告示第93号）の一部を次のように改正する

。　

　次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改正後改正前

　（競争入札参加資格審査の申請）

第３条　［略］

２　［略］

３　申請書は、登載基準年（平成８年及び同年の後３年ごとに来る

　年をいう。以下同じ。）の４月１日から６月30日まで及び８月１

　日から９月30日までの期間は提出できないものとする。ただし、

　物品等又は特定役務の調達手続の特例を定める規則（平成７年宮

　崎県規則第69号）第２条第５号の特定調達契約の締結が見込まれ

　るとき、又は知事が特に必要と認めるときは、この限りでない。

　（資格の審査及び名簿への登載）

第４条　知事は、前条の規定により申請書の提出を受けたときは、

　別に定める業種の区分に応じ書類審査又は実態調査をして、次に

　掲げる者以外の者で名簿に登載することが適当であると認めたも

　のについては、これを名簿に登載するものとする。

　（１）～（３）　［略］

　（競争入札参加資格審査の申請）

第３条　［略］

２　［略］

３　申請書の受付期間は、次のとおりとする。

　（１）　定期受付　登載基準年（平成８年及び同年の後３年ごとに

　　来る年をいう。以下同じ。）の７月１日から７月31日まで

　（２）　随時受付　登載基準年の10月１日から同日以降に来る最初

　　の登載基準年の９月30日まで

　（資格の審査及び名簿への登載）

第４条　知事は、前条の規定により申請書の提出を受けたときは、

　別に定める業種の区分に応じ書類審査又は実態調査をして、次に

　掲げる者以外の者で名簿に登載することが適当であると認めたも

　のについては、これを名簿に登載するものとする。

　（１）～（３）　［略］

　（４）　経営者等（法人にあっては役員又は支社、支店若しくは営

　　業所の代表者、個人にあってはその者又は支社、支店若しくは

　　営業所の代表者をいう。）が、暴力団関係者（暴力団員（暴力

　　団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第

　　77号）第２条第６号に規定する暴力団員をいう。以下この号に

　　おいて同じ。）又は暴力団（同法第２条第２号に規定する暴力

　　団をいう。以下この号において同じ。）若しくは暴力団員と交

　　わりを持つ者をいう。）である者又は暴力団若しくは暴力団員

　　が経営を支配し若しくは利用していると認められる者
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　（４）　［略］

２　［略］

　（名簿の有効期間）

第５条　名簿の有効期間は、登載の日から同日以降に来る最初の登

　載基準年の９月30日までとする。ただし、登載基準年の１月１日

　から５月１日までに名簿に登載をされた者については、同年の９

　月30日までとする。

　（入札参加資格の取消し）

第７条　知事は、有資格者が次の各号のいずれかに該当するときは

　、第13条に規定する審査会の審査を経て、競争入札参加の資格を

　取り消すことができる。

　（１）　第４条第１項第１号及び第２号に該当するに至ったとき。

　（２）・（３）　［略］

２　［略］

　（５）　［略］

２　［略］

　（名簿の有効期間）

第５条　名簿の有効期間は、登載の日から同日以降に来る最初の登

　載基準年の９月30日までとする。ただし、登載基準年の１月１日

　から９月30日までに名簿に登載をされた者については、同年の９

　月30日までとする。

　（入札参加資格の取消し）

第７条　知事は、有資格者が次の各号のいずれかに該当するときは

　、第13条に規定する審査会の審査を経て、競争入札参加の資格を

　取り消すことができる。

　（１）　第４条第１項第１号、第２号及び第４号に該当するに至っ

　　たとき。

　（２）・（３）　［略］

２　［略］

　別記様式第１号を次のように改める。
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　　　附　則

　（施行期日）

１　この告示は、公表の日から施行する。

　（経過措置）

２　この告示による改正後の第４条第１項第４号、第７条第１項第１号及び別記様式第１号の規定は、平成23年を登載基準年とする競争入

　札参加資格審査から適用し、平成20年を登載基準年とする競争入札参加資格審査については、なお従前の例による。

３　この告示の施行の際現にこの告示による改正前の物品の買入れ等の契約に係る競争入札の参加資格、指名基準等に関する要綱の規定に

　よりなされている手続その他の行為は、この告示による改正後の物品の買入れ等の契約に係る競争入札の参加資格、指名基準等に関する

　要綱の相当規定によりなされたものとみなす。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　宮崎県工事請負契約約款の一部を改正する告示をここに公表する。

　　平成23年４月１日

　宮崎県知事　河　野　俊　嗣　

宮崎県告示第 234号

　　　宮崎県工事請負契約約款の一部を改正する告示

　宮崎県工事請負契約約款（平成８年宮崎県告示第 515号）の一部を次のように改正する。

　次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改正後改正前

　（前金払）

第34条　［略］

２～７　［略］

８　発注者は、受注者が第６項に規定する期間内に超過額を返還し

　なかったときは、その未返還額につき、同項に規定する期間を経

　過した日から返還をする日までの期間について、その日数に応じ

　、年 3．3パーセントの割合（この場合における年当たりの割合は

　、 閏 年の日を含む期間についても、  365日当たりの割合とする。
じゅん

　）で計算した額の遅延利息の支払を請求することができる。

　（履行遅滞の場合における損害金等）

第45条　［略］

２　前項の損害金の額は、請負代金額から出来形部分に相応する請

　負代金額を控除した額につき、遅延日数に応じ、年 3．3パーセン

　トの割合（この場合における年当たりの割合は、 閏 年の日を含む
じゅん

　期間についても、  365日当たりの割合とする。）で計算した額と

　する。

３　発注者の責めに帰すべき事由により、第32条第２項（第38条に

　おいて準用する場合を含む。）の規定による請負代金の支払が遅

　れた場合においては、受注者は、未受領金額につき、遅延日数に

　応じ、年 3．3パーセントの割合（この場合における年当たりの割

　合は、 閏 年の日を含む期間についても、  365日当たりの割合とす
じゅん

　る。）で計算した額の遅延利息の支払を発注者に請求することが

　できる。

　（解除に伴う措置）

第49条　［略］

２　［略］

３　第１項の場合において、第34条（第40条において準用する場合

　を含む。）の規定による前払金があったときは、当該前払金の額

　（第37条及び第41条の規定による部分払をしているときは、その

　部分払において償却した前払金の額を控除した額）を同項前段の

　出来形部分に相応する請負代金額から控除する。この場合におい

　て、受領済みの前払金額になお余剰があるときは、受注者は、解

　除が第46条又は第46条の２の規定によるときにあっては、その余

　剰額に前払金の支払の日から返還の日までの日数に応じ年 3.3パ

　ーセントの割合（この場合における年当たりの割合は、 閏 年の日
じゅん

　を含む期間についても、  365日当たりの割合とする。）で計算し

　（前金払）

第34条　［略］

２～７　［略］

８　発注者は、受注者が第６項に規定する期間内に超過額を返還し

　なかったときは、その未返還額につき、同項に規定する期間を経

　過した日から返還をする日までの期間について、その日数に応じ

　、年 3．1パーセントの割合（この場合における年当たりの割合は

　、 閏 年の日を含む期間についても、  365日当たりの割合とする。
じゅん

　）で計算した額の遅延利息の支払を請求することができる。

　（履行遅滞の場合における損害金等）

第45条　［略］

２　前項の損害金の額は、請負代金額から出来形部分に相応する請

　負代金額を控除した額につき、遅延日数に応じ、年 3．1パーセン

　トの割合（この場合における年当たりの割合は、 閏 年の日を含む
じゅん

　期間についても、  365日当たりの割合とする。）で計算した額と

　する。

３　発注者の責めに帰すべき事由により、第32条第２項（第38条に

　おいて準用する場合を含む。）の規定による請負代金の支払が遅

　れた場合においては、受注者は、未受領金額につき、遅延日数に

　応じ、年 3．1パーセントの割合（この場合における年当たりの割

　合は、 閏 年の日を含む期間についても、  365日当たりの割合とす
じゅん

　る。）で計算した額の遅延利息の支払を発注者に請求することが

　できる。

　（解除に伴う措置）

第49条　［略］

２　［略］

３　第１項の場合において、第34条（第40条において準用する場合

　を含む。）の規定による前払金があったときは、当該前払金の額

　（第37条及び第41条の規定による部分払をしているときは、その

　部分払において償却した前払金の額を控除した額）を同項前段の

　出来形部分に相応する請負代金額から控除する。この場合におい

　て、受領済みの前払金額になお余剰があるときは、受注者は、解

　除が第46条又は第46条の２の規定によるときにあっては、その余

　剰額に前払金の支払の日から返還の日までの日数に応じ年 3.1パ

　ーセントの割合（この場合における年当たりの割合は、 閏 年の日
じゅん

　を含む期間についても、  365日当たりの割合とする。）で計算し
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　た額の利息を付した額を、ղআが前２条の規定によるときにあっ

　ては、その余剰額を発注者に返還しなければならない。

４～８　［略］

　（賠償金等の徴収）

第51条　受注者がこの契約に基づく賠償金、損害金又は違約金を発

　注者の指定する期間内に支払わないときは、発注者は、その支払

　わない額に発注者の指定する期間を経過した日から請負代金額支

　払の日まで年 3．3パーセントの割合（この場合における年当たり

　の割合は、 閏 年の日を含む期間についても、  365日当たりの割合
じゅん

　とする。以下この条において同じ。）で計算した利息を付した額

　と発注者の支払うべき請負代金額とを相殺し、なお不足があると

　きは追徴する。

２　前項の規定により追徴する場合には、発注者は、受注者から遅

　延日数につき年 3．3パーセントの割合で計算した額の延滞金を徴

　収する。

　た額の利息を付した額を、ղআが前２条の規定によるときにあっ

　ては、その余剰額を発注者に返還しなければならない。

４～８　［略］

　（賠償金等の徴収）

第51条　受注者がこの契約に基づく賠償金、損害金又は違約金を発

　注者の指定する期間内に支払わないときは、発注者は、その支払

　わない額に発注者の指定する期間を経過した日から請負代金額支

　払の日まで年 3．1パーセントの割合（この場合における年当たり

　の割合は、 閏 年の日を含む期間についても、  365日当たりの割合
じゅん

　とする。以下この条において同じ。）で計算した利息を付した額

　と発注者の支払うべき請負代金額とを相殺し、なお不足があると

　きは追徴する。

２　前項の規定により追徴する場合には、発注者は、受注者から遅

　延日数につき年 3．1パーセントの割合で計算した額の延滞金を徴

　収する。

　　　附　則　　

　この告示は、公表の日から施行する。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　県が発注する建設工事等の契約に係る入札参加者の資格等に関する要綱の一部を改正する告示をここに公表する。

　　平成23年４月１日

　宮崎県知事　河　野　俊　嗣　

宮崎県告示第 235号

　　　県が発注する建設工事等の契約に係る入札参加者の資格等に関する要綱の一部を改正する告示

　県が発注する建設工事等の契約に係る入札参加者の資格等に関する要綱（平成20年宮崎県告示第 369号）の一部を次のように改正する。

　次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改正後改正前

　（入札参加者の資格）

第３条　入札に参加する者に必要な資格（以下「入札参加資格」と

　いう。）は、次のとおりとする。

　（１）　次に掲げる者でないこと。

　　ア～エ　［略］

　（２）　［略］

　（資格の取消し）

第11条　知事は、有資格業者が次の各号のいずれかに該当するとき

　は、第13条に規定する審査会の審査を経て、入札参加資格の認定

　を取り消すものとする。ただし、第３条第１号アに該当するに至

　ったときは、審査会の審査を要しない。

　（１）・（２）　［略］

２　［略］

別表第２（第14条関係）

　（入札参加者の資格）

第３条　入札に参加する者に必要な資格（以下「入札参加資格」と

　いう。）は、次のとおりとする。

　（１）　次に掲げる者でないこと。

　　ア～エ　［略］

　　オ　第11条第１項第３号又は第４号に該当することにより入札

　　　参加資格の認定を取り消された者で、その取消しの日から２

　　　年を経過しないもの

　（２）　［略］

　（資格の取消し）

第11条　知事は、有資格業者が次の各号のいずれかに該当するとき

　は、第13条に規定する審査会の審査を経て、入札参加資格の認定

　を取り消すものとする。ただし、第３条第１号アに該当するに至

　ったときは、審査会の審査を要しない。

　（１）・（２）　［略］

　（３）　役員等（有資格業者が個人である場合にはその者を、有資

　　格業者が法人である場合にはその役員又はその支店若しくは常

　　時建設工事の請負契約を締結する事務所の代表者をいう。）が

　　暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法

　　律第77号。以下「暴力団対策法」という。）第２条第６号に規

　　定する暴力団員（以下「暴力団員」という。）であると認めら

　　れるとき。

　（４）　暴力団（暴力団対策法第２条第２号に規定する暴力団をい

　　う。）又は暴力団員が経営に実質的に関与していると認められ

　　るとき。

２　［略］

別表第２（第14条関係）

　［略］ 　［略］
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森林整備課長

　［略］

自然環境課長

　［略］

　　　附　則

　この告示は、公表の日から施行する。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

宮崎県告示第 236号

　宮崎県収入証紙条例施行規則（昭和39年宮崎県規則第11号）第12

条第１項の規定により、次のとおり収入証紙売りさばき人の指定を

取り消した。

　　平成23年４月１日

宮崎県知事　河　野　俊　嗣　

指定取り消し

年月日

指定を取り消した売り

さばき人の名称

指定を取り消した売り

さばきをする場所

平成23年２月

８日

大浦株式会社都城市姫城町６街区21

号　都城市役所庁舎内

売店

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

宮崎県告示第 237号

　宮崎県収入証紙条例施行規則（昭和39年宮崎県規則第11号）第12

条第１項の規定により、次のとおり収入証紙売りさばき人の指定を

取り消した。

　　平成23年４月１日

宮崎県知事　河　野　俊　嗣　

指定取り消し

年月日

指定を取り消した売り

さばき人の名称

指定を取り消した売り

さばきをする場所

平成23年４月

１日

財団法人　西臼杵郡自

治協会

西臼杵郡高千穂町大字

三田井13

訓訓　　　　　令令

　宮崎県電子署名規程の一部を改正する訓令をここに公表する。

　　平成23年４月１日

宮崎県知事　河　野　俊　嗣　

訓令第４号

本　　　庁　

各出先機関　

　　　宮崎県電子署名規程の一部を改正する訓令

　宮崎県電子署名規程（平成17年訓令第２号）の一部を次のように改正する。

　次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改正後改正前

　（電子署名を付与する電子文書の発信者名）

第５条　電子署名を付与した電子文書は、次に掲げる職名及び署名

　をもって発信するものとする。

　（１）～（８）　［略］

　

　（９）～（11）　［略］

２　［略］

別表（第６条関係）

　（電子署名を付与する電子文書の発信者名）

第５条　電子署名を付与した電子文書は、次に掲げる職名及び署名

　をもって発信するものとする。

　（１）～（８）　［略］

　（９）　畜産・口蹄疫復興対策局長

　（10）～（12）　［略］

２　［略］

別表（第６条関係）

鍵情報等管理者電子署名に用いる職名

　［略］

危機管理局危機管理課長危機管理局長

　［略］

企業立地推進局企業立地課長企業立地推進局長

　［略］観光交流推進局長

畜産・口蹄疫復興対策局復興

対策推進課長

畜産・口蹄疫復興対策局長

　［略］

鍵情報等管理者電子署名に用いる職名

　［略］

危機管理局危機管理室長危機管理局長

　［略］

企業立地推進局次長企業立地推進局長

　［略］観光交流推進局長

　［略］

　　　附　則　　

　この訓令は、公表の日から施行する。
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　宮崎県財務規則に規定する帳簿及び書類の様式を定める規程の一部を改正する訓令をここに公表する。

　　平成23年４月１日

　　　宮崎県知事　河　野　俊　嗣　

訓令第５号

本　　　庁　

各出先機関　

　　　宮崎県財務規則に規定する帳簿及び書類の様式を定める規程の一部を改正する訓令

　宮崎県財務規則に規定する帳簿及び書類の様式を定める規程（平成元年訓令第８号）の一部を次のように改正する。

　別記様式第22号（その２）を次のように改める。

22
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　別記様式第77号（その２）及び別記様式第77号（その３）中「請負者」を「受注者」に改める。

　　　附　則

　（施行期日）

１　この訓令は、公表の日から施行する。

　（経過措置）

２　この訓令の施行の際現に存するこの訓令による改正前の宮崎県財務規則に規定する帳簿及び書類の様式を定める規程に定める様式によ

　る用紙は、当分の間、所要の事項を適宜補正して使用することができる。

　鳥獣の保護及び狩猟の適正化に関する法律（平成14年法律第88号

）第４条第１項の規定により、第10次鳥獣保護事業計画を変更した

。

　なお、当該事業計画書は、宮崎県環境森林部自然環境課、宮崎県

西臼杵支庁林務課及び各農林振興局林務課に備え置いて縦覧に供す

る。

　　平成23年４月１日

　　　　　　　　　　　　　　　　宮崎県知事　河　野　俊　嗣

　

公公　　　　　告告
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